
規 則

�愛媛県規則第２４号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２５号
愛媛県恩給給与規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県恩給給与規則の一部を改正する規則

愛媛県恩給給与規則（昭和３２年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（室）

第４条の２ 次の表の左欄に掲げる課にそれぞれ当該右欄に掲げる

室を置く。

（室）

第４条の２ 次の表の左欄に掲げる課にそれぞれ当該右欄に掲げる

室を置く。

省略 省略

産業政策課 Ｇ２０労働雇用大臣会合推進室

省略 省略

（経済労働部各課の所掌事務）

第１２条 産業政策課の所掌事務は、第６条に規定するもののほか、

次のとおりとする。

�～� 省略

２～７ 省略

（経済労働部各課の所掌事務）

第１２条 産業政策課の所掌事務は、第６条に規定するもののほか、

次のとおりとする。この場合において、第１５号から第１７号までの

事務は、Ｇ２０労働雇用大臣会合推進室が所掌する。

�～� 省略

� Ｇ２０労働雇用大臣会合の関係機関等との連絡調整に関するこ

と。

� Ｇ２０労働雇用大臣会合の広報に関すること。

� その他Ｇ２０労働雇用大臣会合の開催準備に関すること（他の

主管に属するものを除く。）。

２～７ 省略

改 正 後 改 正 前

（増加退隠料の加給の原因となる扶養家族がある場合の添付書

類）

第５条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定により公務員の戸籍謄本を添付する場合には、第

３条第１項第２号の戸籍抄本は、添付しないことができる。

（扶助料の請求）
い

第１３条 前２条の場合において、公務員の死亡が公務による傷痍疾

病に起因するときは、前２条の規定によるほか、扶助料請求書に

次の書類を添付しなければならない。

� 第３条第３項第１号及び第２号に掲げる書類

�・� 省略

２ 省略

（受給権存否の調査）

第３９条 各受給者は、前条第１項に規定する書類を令和の偶数年に

おける９月に差し出さなければならない。

（増加退隠料の加給の原因となる扶養家族がある場合の添附書

類）

第５条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定により公務員の戸籍謄本を添附する場合には、第

３条第１０項第２号の戸籍抄本は、添附しないことができる。

（扶助料の請求）

第１３条 前２条の場合において、公務員の死亡が公務による傷痍疾

病に起因するときは前２条 の規定によるほか、扶助料請求書に

次の書類を添附しなければならない。

� 第３条第２項第１号及び第２号に掲げる書類

�・� 省略

２ 省略

（受給権存否の調査）

第３９条 各受給者は、前条第１項に規定する書類を平成の偶数年に

おける９月に差し出さなければならない。

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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�愛媛県規則第２６号
児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（費用徴収額の決定）

第４条 知事又は地方局長等は、前条の調査表により、第１号に掲

げる者にあつては別表第１、第２号に掲げる者にあつては別表第

２に定める徴収金基準額表によつて徴収額を決定するものとす

る。

� 次号に掲げる者以外の措置児童等

� 障害児入所施設に入所させ、又は指定発達支援医療機関に委

託した措置児童等

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（児童養護施設等措置児童等用）

（費用徴収額の決定）

第４条 知事又は地方局長等は、前条の調査表により措置児童等に

ついて別表

に定める徴収金基準額表によつて徴収額を決定するものとす

る。

別表 （第４条関係）

徴収金基準額表

省略 省略

備考

１ この表は、知事又は地方局長等 が助産の

実施等をした場合、法第２７条第１項第３号の規定による

措置（障害児入所施設に入所させる措置を除く。）をし

た場合、法第３３条の６第１項の規定による児童自立生活

援助の実施をした場合及び県設置施設において市町長が

助産の実施等をした場合に適用する。

２ 省略

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対する

租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第

１７５号）の規定並びに「控除廃止の影響を受ける費用徴収

制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に

限る。）に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日付け

雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知）」

の定めるところによつて計算された所得

税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、

次の規定は、適用しないものとする。

�～� 省略

４ この表における「入所施設」とは、児童養護施設、児

童自立支援施設、児童心理治療施設、乳児院、助産施

設、小規模住居型児童養育事業所及び里親

をいう。

５ この表における「措置費等の支弁額」とは、国の示す

算定方法により算定した措置費等の支弁額から国の示す

民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任

備考

１ この表は、知事、地方局長又は児童相談所長が助産の

実施等をした場合、法第２７条第１項第３号の規定による

措置又は同条第２項の規定による委託 をし

た場合、法第３３条の６第１項の規定による児童自立生活

援助の実施をした場合及び県設置施設において市町長が

助産の実施等をした場合に適用する。

２ 省略

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対する

租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第

１７５号）の規定並びに「控除廃止の影響を受ける費用徴収

制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に

限る。）に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日付け

雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知）」及び「控除廃止の影響を受ける負担上限月額の算

定等（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部所管の制

度に限る。）に係る取扱いについて（平成２４年６月２５日

付け障発０６２５第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知）」の定めるところによつて計算された所得

税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、

次の規定は、適用しないものとする。

�～� 省略

４ この表における「入所施設」とは、児童養護施設、児

童自立支援施設、児童心理治療施設、乳児院、助産施

設、小規模住居型児童養育事業所及び里親並びに障害児

入所施設及び指定発達支援医療機関（児童を入院させる

ものに限る。以下同じ。）をいう。

５ この表における「措置費等の支弁額」とは、国の示す

算定方法により算定した措置費等の支弁額から国の示す

民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、第三者評

価受審費加算費、賃借費加算費、保育機能強化加算費

及び里親手当の額を控除した額をいう。

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、０

円とする。

�・� 省略

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる

障害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児

若しくは障害者、法第２４条の２の規定により障害児入

所施設若しくは指定発達支援医療機関を利用する障害

児、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第６条の自立支

援給付の受給者（同法第５条第６項、第７項又は第１２

項から第１４項までのサービスに係る介護給付費等の支

給を受ける者に限る。）又は同法附則第２２条の特定旧

法受給者を除く。）で在宅のものを有する世帯をい

う。）

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５

条に規定する身体障害者手帳の交付を受けた者

イ・ウ 省略

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）第４５条第２項に規定する精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けた者

� 省略

７ 同一世帯から第４条各号に掲げる措置児童等が２人以

上 入所している場合においては、その月

の措置費等の徴収金基準額の最も多額な措置児童等以外

の措置児童等については、その施設のこの表の徴収金基

準額に０．１を乗じて得た額をもつてその措置児童等の徴収

金基準額とする。ただし、措置児童等の属する世帯の扶

養義務者が、法第２１条の５の２に規定する障害児通所給

付費又は法第２４条の２に規定する障害児入所給付費を支

給されている場合における当該世帯に係る徴収金基準額

については、「児童入所施設に係る徴収金基準額＋児童

入所施設に係る徴収金基準額×０．１×（当該世帯における

施設入所児童の人数－１）」（当該世帯における措置児

童等に係る徴収金基準額が、児童自立支援施設通所部及

び児童心理治療施設通所部の徴収金基準額である場合

は、当該世帯における施設入所児童の徴収金基準額の合

算額）を当該世帯に係る上限とし、その額がその月の利

用者負担額（法第２４条の７に規定する食事の提供に要し

た費用及び居住に要した費用並びに法第２１条の５の２９に

規定する肢体不自由児通所医療又は法第２４条の２０に規定

する障害児入所医療に係る利用者負担を含む利用者負担

の上限額（実際に利用者負担として支払つた額が上限額

を下回る場合は当該支払つた額とする。）をいう。以下

同じ。）を上回る場合は、その額と障害児施設の利用者

負担額との差額を児童入所施設に係る徴収金基準額と

し、障害児施設の利用者負担額が当該世帯の上限額を上

回る場合は、児童入所施設に係る徴収金基準額は０円と

手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、第三者評

価受審費加算費、賃借費加算費、保育機能強化加算費、

知的障害児自活訓練事業加算費、スプリンクラー保守管

理等費及び里親手当の額を控除した額をいう。

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零

円とする。

�・� 省略

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる

障害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児

若しくは障害者、法第２４条の２の規定により障害児入

所施設又は 指定発達支援医療機関を利用する障害

児、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第６条の自立支

援給付の受給者（同法第５条第６項、第７項又は第１２

項から第１４項までのサービスに係る介護給付費等の支

給を受ける者に限る。）又は同法附則第２２条の特定旧

法受給者を除く。）で在宅のものを有する世帯をい

う。）

ア 身体障害者福祉法 第１５

条に規定する身体障害者手帳の交付を受けた者

イ・ウ 省略

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第４５条第２項に規定する精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けた者

� 省略

７ 同一世帯から ２人以

上の措置児童等が入所している場合においては、その月

の措置費等の徴収金基準額の最も多額な措置児童等以外

の措置児童等については、その施設のこの表の徴収金基

準額に０．１を乗じて得た額をもつてその措置児童等の徴収

金基準額とする。ただし、措置児童等の属する世帯の扶

養義務者が、法第２１条の５の２に規定する障害児通所給

付費又は法第２４条の２に規定する障害児入所給付費を支

給されている場合における当該世帯に係る徴収金基準額

については、「児童入所施設に係る徴収金基準額＋児童

入所施設に係る徴収金基準額×０．１×（当該世帯における

施設入所児童の人数－１）」（当該世帯における措置児

童等に係る徴収金基準額が、児童自立支援施設通所部及

び児童心理治療施設通所部の徴収金基準額である場合

は、当該世帯における施設入所児童の徴収金基準額の合

算額）を当該世帯に係る上限とし、その額がその月の利

用者負担額（法第２４条の７に規定する食事の提供に要し

た費用及び居住に要した費用並びに法第２１条の５の２８に

規定する肢体不自由児通所医療又は法第２４条の２０に規定

する障害児入所医療に係る利用者負担を含む利用者負担

の上限額（実際に利用者負担として支払つた額が上限額

を下回る場合は当該支払つた額とする。）をいう。以下

同じ。）を上回る場合は、その額と障害児施設の利用者

負担額との差額を児童入所施設に係る徴収金基準額と

し、障害児施設の利用者負担額が当該世帯の上限額を上

回る場合は、児童入所施設に係る徴収金基準額は零円と
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する。

８～１０ 省略

する。

８～１０ 省略

注 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（障害児入所施設等措置児童等用）

注 省略

各月初日の措置児童等の

属する世帯の階層区分

徴収金基準額

（月 額）

階層

区分
定 義 入 所 施 設

Ａ 生活保護法による被保護世

帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関

する法律による支援給付受

給世帯

円

０

Ｂ Ａ階層を除き、当該年度分

の市町村民税非課税世帯

２，２００

Ｃ Ａ階層を除き、当該年度分

の市町村民税の課税世帯で

あつて、その市町村民税の

額が均等割の額のみの世帯

（所得割の額のない世帯）

４，５００

Ｄ１ Ａ階層

及びＣ

階層を

除き、

当該年

度分の

市町村

民税の

課税世

帯であ

つて、

その市

町村民

税所得

割の額

の区分

が次の

区分に

該当す

る世帯

１２，０００円以下 ６，６００

Ｄ２ １２，００１円から

３０，０００円まで

９，０００

Ｄ３ ３０，００１円から

６０，０００円まで

１３，５００

Ｄ４ ６０，００１円から

９６，０００円まで

１８，７００

Ｄ５ ９６，００１円から

１８９，０００円まで

２９，０００

Ｄ６ １８９，００１円から

２７７，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

４１，２００円を超えるときは、

４１，２００円とする。）

Ｄ７ ２７７，００１円から

３４８，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

５４，２００円を超えるときは、

５４，２００円とする。）

Ｄ８ ３４８，００１円から

４６５，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

６８，７００円を超えるときは、

６８，７００円とする。）

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号

６７２



Ｄ９ ４６５，００１円から

５９４，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

８５，０００円を超えるときは、

８５，０００円とする。）

Ｄ１０ ５９４，００１円から

７１６，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

１０２，９００円 を 超 え る と き

は、１０２，９００円とする。）

Ｄ１１ ７１６，００１円から

８６４，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

１２２，５００円 を 超 え る と き

は、１２２，５００円とする。）

Ｄ１２ ８６４，００１円から

１，０５６，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

１４３，８００円 を 超 え る と き

は、１４３，８００円とする。）

Ｄ１３ １，０５６，００１円から

１，２３８，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

１６６，６００円 を 超 え る と き

は、１６６，６００円とする。）

Ｄ１４ １，２３８，００１円から

１，４３９，０００円まで

その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収。ただし、その額が

１９１，２００円 を 超 え る と き

は、１９１，２００円とする。）

Ｄ１５ １，４３９，００１円以上 その月のその措置児童等に

係る措置費等の支弁額（全

額徴収）

備考

１ この表は、児童相談所長が法第２７条第１項第３号の規

定による措置（障害児入所施設に入所させる措置に限

る。）又は同条第２項の規定による委託をした場合に適

用する。

２ この表のＣ階層における「均等割の額」とは、地方税法

第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、同階

層及びＤ１階層からＤ１５階層までにおける「所得割の額」

とは、同項第２号に規定する所得割の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつ

た場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順

次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

３ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところに

よるほか、次に定めるところによる。

� 地方税法第３１４条の７、第３１４条の８、附則第５条第

３項、附則第５条の４第６項及び附則第５条の４の２

第５項の規定は適用しないものとする。

� 地方税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第
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４号）第１条の規定による改正前の地方税法第２９２条第

１項第８号に規定する扶養親族（１６歳未満の者に限

る。以下「扶養親族」という。）及び同法第３１４条の２

第１項第１１号に規定する特定扶養親族（１９歳未満の者

に限る。以下「特定扶養親族」という。）があるとき

は、同号に規定する額（扶養親族に係るもの及び特定

扶養親族に係るもの（扶養親族に係る額に相当するも

のを除く。）に限る。）に同法第３１４条の３第１項に規

定する所得割の税率を乗じて得た額を控除するものと

する。

� 扶養義務者の所得割の額が指定都市（地方自治法第

２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の区

域内に住所を有する者として算定されているときは、

当該扶養義務者を指定都市以外の市町村の区域内に住

所を有する者とみなして、所得割の額を算定するもの

とする。

� 地方税法第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死別し、若

しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生

死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを

「婚姻によらないで母となつた女子であつて、現に婚

姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある場合を含む。）をしていないもの」と読み替

えた場合において同号イに該当する者又は同項第１２号

中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をして

いない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定め

るもの」とあるのを「婚姻によらないで父となつた男

子であつて、現に婚姻（届出をしていないが、事実上

婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしてい

ないもの」と読み替えた場合において同号に該当する

者であるときは、次のア又はイに定めるとおりとす

る。

ア 地方税法第２９５条第１項（第２号の規定に係る部分

に限る。）の規定により市町村民税が課されないこ

ととなる者である場合は、所得割の額は０とする。

イ アに該当しない者である場合は、地方税法第３１４条

の２第１項第８号に規定する額（同条第３項に該当

する者であるときは、同項に規定する額）に同法第

３１４条の３第１項に規定する率を乗じて得た額を控除

するものとする。

４ この表における「入所施設」とは、障害児入所施設及

び指定発達支援医療機関（児童を入院させるものに限

る。）をいう。

５ この表における「措置費等の支弁額」とは、国の示す

算定方法により算定した措置費等の支弁額から国の示す

民間施設給与等改善費、知的障害児自活訓練事業加算費

及びスプリンクラー保守管理等費を控除した額をいう。

６ 措置児童等の属する世帯の階層がＢ階層と認定された

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は０円

とする。

� 単身世帯（扶養義務者のいない世帯をいう。）

� 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条

第１項に規定する「配偶者のない女子」又は同条第２
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項に規定する「配偶者のない男子」であつて、民法

（明治２９年法律第８９号）第８７７条の規定に基づき現に児

童を扶養しているものの世帯をいう。）

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる

障害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児

若しくは障害者、法第２４条の２の規定により入所施設

を利用する障害児、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第６条の自立支援給付の

受給者（同法第５条第６項、第７項又は第１２項から第

１４項までのサービスに係る介護給付費等の支給を受け

る者に限る。）又は同法附則第２２条の特定旧法受給者

を除く。）で在宅のものを有する世帯をいう。）

ア 身体障害者福祉法第１５条に規定する身体障害者手

帳の交付を受けた者

イ 療育手帳制度要綱に規定する療育手帳の交付を受

けた者

ウ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に規定す

る特別児童扶養手当の支給対象児又は国民年金法に

規定する国民年金の障害基礎年金等の受給者

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条

第２項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けた者

� その他の世帯（納入義務者の申請に基づき、児童相

談所長が特に困窮していると認めた生活保護法第６条

第２項に規定する要保護者を有する世帯その他の世帯

をいう。）

なお、�の申請は、生活困窮世帯認定申請書（様式

第６号）を児童相談所長に提出して行わなければなら

ない。

７ 同一世帯から第４条各号に掲げる措置児童等が２人以

上入所している場合においては、その月の措置費等の徴

収金基準額の最も多額な措置児童等以外の措置児童等に

ついては、その施設のこの表の徴収金基準額に０．１を乗

じて得た額をもつてその措置児童等の徴収金基準額とす

る。

８ 措置児童等が、３歳に達する日以後の最初の３月３１日

を経過した者であつて小学校就学の始期に達するまでの

間にあるものである場合は、法第５６条第２項の規定にか

かわらず、当該措置児童等に係る措置費等のうち実費負

担に相当する部分を除いた部分については徴収しないこ

ととする。ただし、当該措置児童等に係る措置費等のう

ち実費負担に相当する部分については、この表の徴収金

基準額を上限として徴収することができる。

９ ８の規定は、Ｂ階層と認定された世帯に属する措置児

童等が、３歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過す

る前の者である場合についても同様とする。

注１ ４月分から６月分までの徴収額の決定に係るこの表の規

定の適用については、同表中「当該年度分」とあるのは、

「前年度分」とする。

２ 徴収額は、徴収金基準額がその月におけるその措置児童

等に係る措置費等の支弁額を超える場合には、この表の規

定にかかわらず、当該支弁額とする。
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告 示
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（以下「新規則」という。）別表第２の規定は、令和元年７月分以後の徴収額

（次項の規定の適用を受ける措置児童等の徴収額を除く。）について適用し、同年６月分以前の徴収額については、なお従前の例による。

この場合において、同年７月分から同年９月分までの徴収額については、同表備考８及び備考９の規定は、適用しない。

３ 令和元年７月１日前から引き続き障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療機関に委託していた措置児童等の同月分以後の徴収

額を決定する場合において、新規則別表第２の規定による徴収金基準額（同表の階層区分がＤ１５階層となる者の徴収金基準額を除く。）が

同年６月分の徴収額に係る改正前の児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（以下「旧規則」という。）別表の規定による徴収金基

準額を超えることとなるときは、当該措置児童等の徴収額は、次に掲げる額のうちいずれか少ない額とする。

� 新規則別表第２の規定により決定される額

� 旧規則別表の規定により決定される額

４ 前項の規定により徴収額を決定された措置児童等であって、当該徴収額に係る旧規則別表の規定による徴収金基準額が令和元年７月１

日前の徴収額に係る同表の規定による徴収金基準額を超えるものの徴収額（次回の世帯の階層区分の認定を受けて決定される月分以後の

ものに限る。）については、同項の規定にかかわらず、新規則別表第２の規定により決定される額とする。

５ この規則施行の際現に提出されている旧規則様式第６号の規定による申請書は、新規則様式第６号の規定による申請書とみなす。

�愛媛県告示第６６４号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６６５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定による届出と

みなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定

に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

様式第６号（別表第１、別表第２関係） 生活困窮世帯認定申請書 様式第６号（別表 関係） 生活困窮世帯認定申請書

省略

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛

媛県規則第１３号）別表第１（別表第２）備考６�の規定の適

用を受けたいので申請します。

省略

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛

媛県規則第１３号）別表備考６� の規定の適

用を受けたいので申請します。

省略 省略

注１・２ 省略

３ 調査者の意見欄は、児童福祉法第５６条の規定による費

用徴収規則別表第１備考６�又は別表第２備考６�の規

定を適用することが適当かどうかを記入すること。

注１・２ 省略

３ 調査者の意見欄は、児童福祉法第５６条の規定による費

用徴収規則別表備考６� の規

定を適用することが適当かどうかを記入すること。

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

県税オンラインシステム税
制改正対応改修業務

愛媛県総務部行財政改
革局税務課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和元年１０月２１日
日本電気株式会社松山支
店
愛媛県松山市味酒町一丁
目３番地

６２，４０８，５００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第２号の規定による。

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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�愛媛県告示第６６６号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（国有林。次の図に示す部分に限る。）、
�万高原町（次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６７号
保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（令和元年７月愛媛県

告示第２６４号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるの

で、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通

知の内容を東温市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりそ

の要旨を告示する。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

コープ喜田村、ＤＣＭダ
イキ喜田村店

今治市喜田村三丁目
３２６－１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

生活協同組合コープ
えひめ
午前１０時から午後９
時まで
ＤＣＭダイキ株式会
社
午前９時３０分から午
後８時まで

生活協同組合コープ
えひめ
午前９時から午後９
時３０分まで
ＤＣＭダイキ株式会
社
午前９時３０分から午
後８時まで

令和元年
１１月１８日

令和元年
１０月２３日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前９時から午後９
時３０分まで

午前８時３０分から午
後１０時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市道後湯之町１９番７号

井 上 誠 一
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

和歌山市古屋５０７番地６６

磯 金 光 興
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

広島県呉市宮原通り七丁目１０
７番地４
永 井 誠 一

抵当権者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市三番町六丁目４番地２３

加 藤 幸
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内６０
番戸
加 藤 重 吉

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内７６
番戸
加 藤 藤五郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市畑寺町３７０番地３

加 藤 茂
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内６９
番戸
加 藤 弥三郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内６６
番戸
加 藤 與 作

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方１６１４番
地
花 山 ヨシ子

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方１６１４番
地
花 山 忠 由

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市二番町５８番地３

株式会社愛媛県農工銀行
抵当権者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字志津川３４
８番地
佐 伯 秀 一

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市永木町二丁目１番地２１

佐 伯 定 宣
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市南江戸町４９１番地

松 本 正
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方３２８９番
地
松 本 良 一

森林所有者

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び東温市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６６９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

八幡浜市土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出があっ

た。

令和元年１１月１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

就 任

�������
�愛媛県告示第６７０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松野町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

�愛媛県告示第６６８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和元年１１月１日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山ノ内８６
番戸
清 水 庫太郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

広島県大竹市油見二丁目１番
１５号
大 西 泰 子

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

伊予郡砥部町大字宮内甲２２２
番地
中 村 静 雄

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内２２
５３番地
渡 部 喜代次

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

東温市山之内２３４６番地

渡 部 熊 市
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡重信町大字山之内１２６
番戸
渡 部 五郎市

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡重信町大字山之内２０４３
番地
渡 部 俊 郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内１３
５番戸
渡 部 新五郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内２２
４２番地
渡 部 榮佐郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。） 渡 部 眞 吉 森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内５２
４番地
白 戸 忠 義

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

今治市黄金町二丁目１番地３

箱助林業株式会社
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方１５０番
地
� 口 コチカ

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市昭和町２０番地

� 口 清 伯
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市昭和町２０番地

� 口 清 彦
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方１５０番
地
� 口 弥三郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方３３６７番
地
富 岡 � 志

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡川内町大字北方５７３番
地
露 口 守 重

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内３２
３番地１
和 田 ウシヨ

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

東温市山之内１３１６番地

和 田 伊太郎
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡重信町大字山之内１３１６
番地
和 田 喜美一

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。） 和 田 三太郎 森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市若宮１９番地

和 田 光 慶
森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内２３
番戸
和 田 彦

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内２３
番戸
和 田 富太郎

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

温泉郡北吉井村大字山之内字
荒王谷６３０番地
總東風神社

森林所有者

東温市（次の図に示す部
分に限る。）

松山市西立花町３６６番地

� 松 和 弘
森林所有者

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

元中局建（開）第３１号

令和元年１０月２３日
伊予郡松前町大字横田字中窪４５７番２

松山市土居田町３７６番地１

コスモガーデンＤ－１０１号

日 野 竜 輔

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 嶋 津 多三市 八幡浜市真網代丙３６０番地７

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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訓 令

届出があった。

令和元年１１月１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�愛媛県告示第６７１号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１５号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 義 明 松野町大字松丸３８番地

〃 井 上 吉 市 松野町大字豊岡３４５６番地

〃 村 田 和 宏 松野町大字上家地６００番地

〃 河 野 繁 禧 松野町大字目黒８２１番地

〃 橋 本 和 男 松野町大字吉野１４９０番地

〃 品 田 壽 和 松野町大字奥野川９５０番地

〃 坂 本 浩 松野町大字松丸２６０番地

監 事 岡 村 勝 松野町大字延野 １々２０５番地

〃 武 田 豊 明 宇和島市三間町大内１５０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 義 明 松野町大字松丸３８番地

〃 居 村 章 松野町大字延野 １々３１３番地

〃 山 下 晃 受 松野町大字豊岡１１５７番地

〃 井 上 吉 市 松野町大字豊岡３４５６番地

〃 伊 藤 秀 樹 松野町大字富岡６８０番地

〃 村 田 和 宏 松野町大字上家地６００番地

〃 河 野 繁 禧 松野町大字目黒８２１番地

〃 橋 本 和 男 松野町大字吉野１４９０番地

〃 村 尾 重 利 松野町大字蕨生９７番地

〃 品 田 壽 和 松野町大字奥野川９５０番地

〃 坂 本 浩 松野町大字松丸２６０番地

監 事 岡 村 勝 松野町大字延野 １々２０５番地

〃 岡 本 敬 邦 松野町大字蕨生２１６番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線

西予市野村町惣川１８１５番２地先から

同町惣川１８０９番２まで
旧 ５．６～１６．９ ０．１２０

西予市野村町惣川１８１５番２から

同町惣川１８０９番２まで
新 ５．６～２５．６ ０．１２０

改 正 後 改 正 前

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

Ｇ

２０

労

１ Ｇ２０

労働雇

用大臣

１ Ｇ２０労働雇用大臣会合の関

係機関等との連絡調整に関す

ること。

○
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第１６号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

働

雇

用

大

臣

会

合

推

進

室

会合の

開催準

備に関

する事

務

２ Ｇ２０労働雇用大臣会合の広

報に関すること。

○

３ その他Ｇ２０労働雇用大臣会

合の開催準備に関すること。

○

改 正 後 改 正 前

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

部

長

局

長

室

長

農

地

・

担

い

手

対

策

室

１～８

省略

農

地

・

担

い

手

対

策

室

１～８

省略

９ 農地

中間管

理事業

の推進

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ９ 農地

中間管

理事業

の推進

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 農地中間管理機構に関する

こと。

２ 農地中間管理機構に関する

こと。

� 省略 � 省略

� 名称若しくは住所又は農

地中間管理事業を行う事務

所の所在地の変更の届出の

受理（第５条第２項、第３

項、第３１条）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 事業報告書等の受理（第

９条第４項、第３１条）

○

� 省略 � 省略
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公 告

人事委員会規則

�公 告

採石業務管理者試験の合格者の発表について

令和元年１０月１１日に実施した採石業務管理者試験の合格者は、次

のとおりである。

令和元年１１月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則２―２５
愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県人事委員会事務局長に対する権限の委任に関する規則（愛媛県人事委員会規則２―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 農用地利用配分計画の認

可（第１８条第１項、第７

項）

○ � 農用地利用配分計画の認

可（第１８条第１項、第５

項）

○

� 農用地利用配分計画認可

申請の公告及び縦覧（第１８

条第３項）

○

� 農用地利用配分計画の認

可に係る協議（第１８条第６

項）

○

� 農用地利用配分計画によ

らない賃借権の設定等の協

議に対する同意（第１９条の

２第１項）

○

� 省略 � 省略

� 業務の委託の承認（第２２

条第２項本文）

○ � 業務の委託の承認（第２２

条第２項 ）

○

� 業務を実施する者の指定

（第２２条第２項ただし書）

○

	・
 省略 	・
 省略

１０～１２

省略

１０～１２

省略

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

３ ４ ５ １０

１１ １４

改 正 後 改 正 前

（委任事務）

第２条 法及びこれに基づく条例並びに規則に別段の定めがある場

合のほか、人事委員会の権限に属する事務中次に掲げる事務を処

（委任事務）

第２条 法及びこれに基づく条例並びに規則に別段の定めがある場

合のほか、人事委員会の権限に属する事務中次に掲げる事務を処

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号

６８１



（職員の条件附任用の期間の延長に関する規則の一部改正）

第２条 職員の条件附任用の期間の延長に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の臨時的任用に関する規則の一部改正）

第３条 職員の臨時的任用に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

理する権限は、事務局長に委任する。

�～� 省略

� 任用規則第６条の採用に係る選考（行政職群の５級以下の

職、公安職群の６級以下の職、研究職群の４級以下の職、医療

職群�の３級以下の職、医療職群�の６級以下の職、医療職群

�の６級以下の職、技能労務職群の職及び会計年度任用の職に

係るものに限る。）に関すること。

�～� 省略

理する権限は、事務局長に委任する。

�～� 省略

� 任用規則第６条の採用に係る選考（行政職群の５級以下の

職、公安職群の６級以下の職、研究職群の４級以下の職、医療

職群�の３級以下の職、医療職群�の６級以下の職、医療職群

�の６級以下の職及び技能労務職群の職 に

係るものに限る。）に関すること。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

職員の条件付任用の期間の延長に関する規則

（この規則の目的）

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第８

条第５項及び第２２条 の規定に基づき、職員の条件付任用の

期間の延長に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（条件付採用の期間の延長）

第２条 職員が条件付採用の期間の開始後６月間において実際に勤

務した日数が９０日に満たない場合においては、その日数が９０日に

達するまで（警察官 が警察学校において初任教養中である場合

においては、その修業期間の終わるまで）、その条件付採用の期

間を延長するものとする。ただし、条件付採用の期間の開始後１

年を超えることとなる場合においては、この限りでない 。

２ 省略

３ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に

対する前２項の規定の適用については、第１項中「６月間」とあ

るのは「１月間」と、「９０日」とあるのは「１５日」と、「条件付

採用の期間の開始後１年」とあるのは「当該職員の任期」と、前

項中「１年に至る」とあるのは「職員の任期が満了する日」とす

る。

職員の条件附任用の期間の延長に関する規則

（この規則の目的）

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第８

条第５項及び第２２条第１項の規定に基づき、職員の条件附任用期

間 の延長に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（条件附採用の期間の延長）

第２条 職員が条件附採用期間 の開始後６月間において実際に勤

務した日数が９０日に満たない場合においては、その日数が９０日に

達するまで、（警察官が警察学校において初任教養中である場合

においては、その修業期間の終るまで）その条件附採用 の期

間を延長するものとする。ただし、条件附採用の期間の開始後１

年をこえることとなる場合においては、この限りではない。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（この規則の目的）

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第８

条第５項及び第２２条の３第１項の規定に基づき、職員の臨時的任

用に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（臨時的任用を行うことができる場合及びその手続）

第２条 任命権者は、常時勤務を要する職に欠員を生じた場合にお

いて、次に掲げるとき は、現に職員（臨時的に任用され

た職員を除く。）でないものを臨時的に任用することができる。

この場合において、第１号及び第２号の規定により臨時的任用を

行おうとするときは、人事委員会の承認があつたものとみなす。

�～	 省略

２・３ 省略

様式第１号（第２条関係） 臨時的任用承認請求書

省略

（この規則の目的）

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第８

条第５項及び第２２条第２項 の規定に基づき、職員の臨時的任

用に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（臨時的任用を行うことができる場合及びその手続）

第２条 任命権者は

、次に掲げる場合においては、現に職員（臨時的に任用され

た職員を除く。）でないものを臨時的に任用することができる。

この場合において、第１号及び第２号の規定により臨時的任用を

行おうとするときは、人事委員会の承認があつたものとみなす。

�～	 省略

２・３ 省略

様式第１号（第２条関係） 臨時的任用承認請求書

省略
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（職員の採用及び昇任に関する規則の一部改正）

第４条 職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正）

第５条 公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―１５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

臨時的任用を必

要とする具体的

理由及び勤務課

所

任用

期間

従事させようと

する職の名称、

その職務内容

氏名

及び

年齢

経歴

の概

要

発令予

定級号

給

臨時的任用を必

要とする具体的

理由及び勤務課

所

任用

期間

従事させようと

する職の名称、

その職務内容

氏名

及び

年令

経歴

の概

要

賃金日

額

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 一般職員 職員（会計年度任用職員を除く。）のうちから警

察官を除いた他の職員をいう。

�・� 省略

（選考により採用する職）

第６条 次に掲げる職への採用は、人事委員会の行う選考によるも

のとする。

�～� 省略

� 会計年度任用の職

� 省略

（特に選考により採用又は昇任できる者）

第９条 第７条に規定するもののほか、次の各号のいずれかに該当

するものと人事委員会が認める場合は、第２４条第１項に規定する

選考の基準にかかわらず、職員を直近上位の職若しくは階級又は

その上位の職若しくは階級に、人事委員会の選考を得て特に昇任

させることができる。

�～� 省略

（選考の基準）

第２４条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、会計年度任用の職へ採用する場合の

選考の基準は、同項第１号に定めるとおりとする。

（選考の委任）

第２５条 第６条第６号に規定する職へ採用する場合の選考及び同条

第７号に規定する職へ採用する場合の選考であつて人事委員会が

適当であると認めるものは、任命権者に委任する。

（定義）

第２条 この規則において次の 各号に掲げる用語の意義は それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 一般職員 職員 のうちから警

察官を除いた他の職員をいう。

�・� 省略

（選考により採用する職）

第６条 次に掲げる職への採用は、人事委員会の行う選考によるも

のとする。

�～� 省略

� 省略

（特に選考により採用又は昇任できる者）

第９条 第７条に規定するもののほか、次の各号のいずれかに該当

するものと人事委員会が認める場合は、第２４条 に規定する

選考の基準にかかわらず、職員を直近上位の職若しくは階級又は

その上位の職若しくは階級に、人事委員会の選考を得て特に昇任

させることができる。

�～� 省略

（選考の基準）

第２４条 省略

（選考の委任）

第２５条 第６条第６号に規定する職へ採用する場合の選考であつ

て、 人事委員会が

適当であると認めるものは、任命権者に委任する。

改 正 後 改 正 前

（派遣の対象とならない職員の特例）

第３条 条例第２条第２項第３号に規定する人事委員会規則で定め

る職員は、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第５９条第１項

の規定により官職に正式に採用されていた者又は地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条 の規定により他の地方公

共団体の職員の職に正式に採用されていた者であって、引き続き

職員として採用されたものとする。

（退職派遣者の採用時における処遇）

（派遣の対象とならない職員の特例）

第３条 条例第２条第２項第３号に規定する人事委員会規則で定め

る職員は、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第５９条第１項

の規定により官職に正式に採用されていた者又は地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条第１項の規定により他の地方公

共団体の職員の職に正式に採用されていた者であって、引き続き

職員として採用されたものとする。

（退職派遣者の採用時における処遇）
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（職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部改正）

第６条 職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第８条 退職派遣者が法第１０条第１項の規定により職員として採用

された場合におけるその者の職務の級（職員の給与に関する条例

（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第３条第３項及び教育職員の給与

に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第４条第３項に規定

する職務の級をいう。以下この条において同じ。）及び号給につ

いては、その者が当該退職がなく引き続き在職したものとみなし

て、当該退職した時の職務の級、号給等を基礎とし、部内の他の

職員との均衡及びその者の従前の勤務成績を考慮して、昇格、昇

給等の規定を適用した場合に、当該採用された日に属することと

なる職務の級及びその日に受けることとなる号給に決定すること

ができる。

２ 省略

第８条 退職派遣者が法第１０条第１項の規定により職員として採用

された場合におけるその者の職務の級（職員の給与に関する条例

（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第３条第３項及び教育職員の給与

に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第４条第２項に規定

する職務の級をいう。以下この条において同じ。）及び号給につ

いては、その者が当該退職がなく引き続き在職したものとみなし

て、当該退職した時の職務の級、号給等を基礎とし、部内の他の

職員との均衡及びその者の従前の勤務成績を考慮して、昇格、昇

給等の規定を適用した場合に、当該採用された日に属することと

なる職務の級及びその日に受けることとなる号給に決定すること

ができる。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則

（この規則の目的）

第１条 この規則は、職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭和２７

年愛媛県条例第２９号。以下「条例」という。）第３条、第１９条、

第２０条 第２項 及 び 第３項、第４６条 第２項、第５０条 第２項、第５３

条、第５４条第２項、第６０条第２項及び第３項、第６１条、第６２条第

２項、第６４条の２並びに第６５条並びに附則第３項、第５項及び第

９項の規定に基づき、職員の特殊勤務手当（これに相当する報酬

を含む。以下同じ。）の支給等に関し必要な事項を定めることを

目的とする。

（児童自立支援施設に勤務する職員の特殊勤務手当）

第１２条 条例第１８条に定める手当の額は、業務に従事した日１日に

つき次の表に定める額とする。

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則

（この規則の目的）

第１条 この規則は、職員の特殊勤務手当に関する条例 （昭和２７

年愛媛県条例第２９号。以下「条例」という。）第３条、第１９条、

第２０条 第２項 及 び 第３項、第４６条 第２項、第５０条 第２項、第５３

条、第５４条第２項、第６０条第２項及び第３項、第６１条、第６２条第

２項、第６４条の２並びに第６５条並びに附則第３項、第５項及び第

９項の規定に基づき、職員の特殊勤務手当

の支給等に関し必要な事項を定めることを

目的とする。

（児童自立支援施設に勤務する職員の特殊勤務手当）

第１２条 条例第１８条に定める手当の額は、業務に従事した日１日に

つき次の表に定める額とする。

区 分 手当の額 行政職給料表の職務の級 手当の額

行政職給料表の職務の級５級以上の職員（支援課長

に限る。）

省略 ５級以上 （支援課長

に限る。）

省略

行政職給料表の職務の級４級及び５級の職員（管理

職手当の支給を受ける者を除く。）

省略 ４級及び５級 （管理

職手当の支給を受ける者を除く。）

省略

行政職給料表の職務の級４級未満の職員 省略 ４級未満 省略

会計年度任用職員 １，４８０円

（漁労手当）

第１７条 条例第２６条に定める手当の額は、作業に従事した日１日に

つき次の表に定める額とする。

（漁労手当）

第１７条 条例第２６条に定める手当の額は、作業に従事した日１日に

つき次の表に定める額とする。

職 名 手当の額 職 名 手当の額

省略 省略

冷凍長 省略 冷凍長 省略
ちゆう

司厨 長 ３，６００円

甲板員（任命権者があらかじめ指定する者に限

る。）

省略 甲板員 省略

甲板員（任命権者があらかじめ指定する者を除

く。）

２，８００円

機関員 ２，２００円
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様式第６号の３（第３９条関係） 死体取扱作業従事簿

様式第６号の３（その１）

省略

様式第６号の３（第３９条関係） 死体取扱作業従事簿

様式第６号の３（その１）

省略

省略 省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当等の支給等に関する

規則（愛媛県人事委員会規則７―１）第１４条第１３項第２

号に規定する作業に従事した場合に使用すること。

２・３ 省略

様式第６号の３（その２）

省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当の支給等に関する規

則 （愛媛県人事委員会規則７―１）第１４条第１３項第２

号に規定する作業に従事した場合に使用すること。

２・３ 省略

様式第６号の３（その２）

省略

省略 省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当等の支給等に関する

規則（愛媛県人事委員会規則７―１）第１４条第１３項第１

号に規定する作業に従事した場合に使用すること。

２・３ 省略

様式第１８号（第３９条関係） 災害応急作業等従事簿

様式第１８号（その１）

省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当の支給等に関する規

則 （愛媛県人事委員会規則７―１）第１４条第１３項第１

号に規定する作業に従事した場合に使用すること。

２・３ 省略

様式第１８号（第３９条関係） 災害応急作業等従事簿

様式第１８号（その１）

省略

省略 省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭

和２７年愛媛県条例第２９号）第６１条に規定する作業に従事

した場合に使用すること。

２ 省略

３ 区分欄のうち、「夜間以外」は、職員の特殊勤務手当

等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―

１。以下「規則」という。）第３４条の３第８項に規定す

る夜間以外の時間においてのみ作業に従事した場合に記

入すること。

４～６ 省略

様式第１８号（その２）

省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当に関する条例 （昭

和２７年愛媛県条例第２９号）第６１条に規定する作業に従事

した場合に使用すること。

２ 省略

３ 区分欄のうち、「夜間以外」は、職員の特殊勤務手当

の支給等に関する規則 （愛媛県人事委員会規則７―

１。以下「規則」という。）第３４条の３第８項に規定す

る夜間以外の時間においてのみ作業に従事した場合に記

入すること。

４～６ 省略

様式第１８号（その２）

省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭

和２７年愛媛県条例第２９号）附則第４項に規定する作業に

従事した場合に使用すること。

２ 職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県

人事委員会規則７―１）第３５条第２項の規定の適用を受

ける場合にあつては、支給額の欄には、同項の規定を適

用した額を記入すること。

様式第１８号（その３）

省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当に関する条例 （昭

和２７年愛媛県条例第２９号）附則第４項に規定する作業に

従事した場合に使用すること。

２ 職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則 （愛媛県

人事委員会規則７―１）第３５条第２項の規定の適用を受

ける場合にあつては、支給額の欄には、同項の規定を適

用した額を記入すること。

様式第１８号（その３）

省略

省略 省略

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭

和２７年愛媛県条例第２９号）附則第７項に規定する作業に

従事した場合に使用すること。

２ 省略

３ 区分欄のうち、「夜間以外」は、職員の特殊勤務手当

備考１ この様式は、職員の特殊勤務手当に関する条例 （昭

和２７年愛媛県条例第２９号）附則第７項に規定する作業に

従事した場合に使用すること。

２ 省略

３ 区分欄のうち、「夜間以外」は、職員の特殊勤務手当
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（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第７条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（教育職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部改正）

第８条 教育職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６２）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―

１。以下「規則」という。）第３４条の５第７項に規定す

る夜間以外の時間においてのみ作業に従事した場合に記

入すること。

４～７ 省略

の支給等に関する規則 （愛媛県人事委員会規則７―

１。以下「規則」という。）第３４条の５第７項に規定す

る夜間以外の時間においてのみ作業に従事した場合に記

入すること。

４～７ 省略

改 正 後 改 正 前

（職務の級の分類基準）

第３条 職員給与条例第３条第３項又は教育職員給与条例第４条第

３項の人事委員会規則で定める職務は、別表第１０の級別職務区分

表に定める職の職務とする。

（職務の級の分類基準）

第３条 職員給与条例第３条第３項又は教育職員給与条例第４条第

２項の人事委員会規則で定める職務は、別表第１０の級別職務区分

表に定める職の職務とする。

改 正 後 改 正 前

教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則

（この規則の目的）

第１条 この規則は、教育職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭

和２７年愛媛県条例第３２号。以下「条例」という。）第６条の２、

第６条の３第２項、第７条及び第１１条の規定に基づき、教育職員

の特殊勤務手当（これに相当する報酬を含む。以下同じ。）の支

給等に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（教員特殊業務手当）

第４条 条例第６条の２の人事委員会の定めるものは、公立の小学

校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校又は特別支

援学校に所属する主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教

諭、養護助教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級が

中学校・小学校教育職員給料表又は高等学校等教育職員給料表の

１級、２級又は特２級のもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員である講

師とする。

（帳簿の作成）

第１１条 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、定時制課程

兼務、通信制課程の添削及び面接指導従事実績簿（様式第１

号）、多学年学級担当授業又は指導実績簿（様式第２号）、特殊

勤務手当等整理簿（様式第３号）、教員特殊業務従事簿（様式第

４号）、教育業務連絡指導従事簿（様式第５号）及び特別支援教

育業務従事簿（様式第６号）を作成し、必要な事項を記入し、か

つ、これを保管しなければならない。

様式第３号（第１１条関係）

その１（高等学校）

省略

特殊勤務手当等整理簿

省略

教育職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則

（この規則の目的）

第１条 この規則は、教育職員の特殊勤務手当に関する条例 （昭

和２７年愛媛県条例第３２号。以下「条例」という。）第６条の２、

第６条の３第２項、第７条及び第１１条の規定に基づき、教育職員

の特殊勤務手当 の支

給等に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（教員特殊業務手当）

第４条 条例第６条の２の人事委員会の定めるものは、公立の小学

校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校又は特別支

援学校に所属する主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教

諭、養護助教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級が

中学校・小学校教育職員給料表又は高等学校等教育職員給料表の

１級、２級又は特２級のもの

とする。

（帳簿の作成）

第１１条 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、定時制課程

兼務、通信制課程の添削及び面接指導従事実績簿（様式第１

号）、多学年学級担当授業又は指導実績簿（様式第２号）、特殊

勤務手当整理簿 （様式第３号）、教員特殊業務従事簿（様式第

４号）、教育業務連絡指導従事簿（様式第５号）及び特別支援教

育業務従事簿（様式第６号）を作成し、必要な事項を記入し、か

つ、これを保管しなければならない。

様式第３号（第１１条関係）

その１（高等学校）

省略

特殊勤務手当整理簿

省略

省略 省略

その２（小中学校）

省略

その２（小中学校）

省略
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（初任給調整手当の支給等に関する規則の一部改正）

第９条 初任給調整手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１５５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部改正）

第１０条 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則の一部改正）

第１１条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―７１４）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

特殊勤務手当等整理簿

省略

特殊勤務手当整理簿

省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（職員の範囲）

第５条 前２条の規定にかかわらず、初任給調整手当（初任給調整

手当に相当する報酬を含む。）を支給されていた期間が通算して

３５年（第３条第２号に規定する職員にあつては、１５年）に達して

いる職員には、初任給調整手当は支給しない。

第７条 第３条又は第４条に規定する職員となつた者（第５条に規

定する職員を除く。）のうち、これらの職員となった日前に初任

給調整手当（初任給調整手当に相当する報酬を含む。）を支給さ

れていたことのある者で前条第１項の規定による初任給調整手当

の支給期間に既に初任給調整手当（初任給調整手当に相当する報

酬を含む。）を支給されていた期間に相当する期間を加えた期間

が３５年（第３条第２号に規定する職員にあつては、１５年）を超え

ることとなるものに係る初任給調整手当の支給期間及び支給額

は、同項の規定による支給期間のうち、その超えることとなる期

間に相当する期間初任給調整手当が支給されていたものとした場

合における期間及び額とする。

（職員の範囲）

第５条 前２条の規定にかかわらず、初任給調整手当

を支給されていた期間が通算して

３５年（第３条第２号に規定する職員にあつては、１５年）に達して

いる職員には、初任給調整手当は支給しない。

第７条 第３条又は第４条に規定する職員となつた者（第５条に規

定する職員を除く。）のうち、これらの職員となった日前に初任

給調整手当 を支給さ

れていたことのある者で前条第１項の規定による初任給調整手当

の支給期間に既に初任給調整手当

を支給されていた期間に相当する期間を加えた期間

が３５年（第３条第２号に規定する職員にあつては、１５年）を超え

ることとなるものに係る初任給調整手当の支給期間及び支給額

は、同項の規定による支給期間のうち、その超えることとなる期

間に相当する期間初任給調整手当が支給されていたものとした場

合における期間及び額とする。

改 正 後 改 正 前

（期末手当に係る在職期間）

第７条 前条第１項の在職期間には、次に掲げる期間を算入する。

� 基準日以前６箇月以内の期間において、次に掲げる者（非常

勤である者にあつては、短時間勤務職員に限る。）が職員給与

条例又は教育職員給与条例の適用を受ける職員となつた場合

は、その期間内においてそれらの者として在職した期間

ア・イ 省略

ウ 特別職に属する職員

エ 省略

� 省略

２ 省略

（期末手当に係る在職期間）

第７条 前条第１項の在職期間には、次に掲げる期間を算入する。

� 基準日以前６箇月以内の期間において、次に掲げる者

が職員給与

条例又は教育職員給与条例の適用を受ける職員となつた場合

は、その期間内においてそれらの者として在職した期間

ア・イ 省略

ウ 特別職に属する職員（非常勤である者を除く。）

エ 省略

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（派遣の対象とならない職員の特例）

第２条 条例第２条第２項第３号に規定する人事委員会規則で定め

る職員は、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第５９条第１項

（派遣の対象とならない職員の特例）

第２条 条例第２条第２項第３号に規定する人事委員会規則で定め

る職員は、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第５９条第１項
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（営利企業への従事等の制限の基準等に関する規則の一部改正）

第１２条 営利企業への従事等の制限の基準等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１１―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第１３条 職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―３３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の規定により官職に正式に採用されていた者又は地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条 の規定により他の地方公

共団体の職員の職に正式に採用されていた者であつて、引き続き

職員として採用されたものとする。

の規定により官職に正式に採用されていた者又は地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条第１項の規定により他の地方公

共団体の職員の職に正式に採用されていた者であつて、引き続き

職員として採用されたものとする。

改 正 後 改 正 前

（この規則の目的）

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第３８条の規定に基づき、従事制限の地位を定

め、営利企業（同条第１項本文に規定する営利企業をいう。以下

同じ。）への従事等の制限の基準等に関し規定することを目的と

する。

（従事制限の地位）

第２条 法第３８条第１項本文において規定する人事委員会規則で定

める地位は、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体

の無限責任社員、顧問、参与、評議員、清算人、その他これらに

準ずる地位とする。

（この規則の目的）

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号以下

「法」という。）第３８条の規定に基づき、従事制限の地位を定

め、営利企業（同条第１項 に規定する営利企業をいう。以下

同じ。）への従事等の制限の基準等に関し規定することを目的と

する。

（従事制限の地位）

第２条 法第３８条第１項 において規定する人事委員会規則で定

める地位は、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体

の無限責任社員、顧問、参与、評議員、清算人、その他これらに

準ずる地位とする。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をしている職員の勤務した期間に相当する期間）

第１０条 条例第９条第１項の人事委員会規則で定める期間は、休暇

の期間その他勤務しないことにつき任命権者の承認があった期間

のうち、次に掲げる期間以外の期間とする。

�・� 省略

� 会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事

委員会規則７―１２２３）第１６条第２号及び第３号に掲げる会計年

度任用職員として在職した期間

� 休職にされていた期間（期末手当及び勤勉手当の支給等に関

する規則第６条第３項及び会計年度任用職員の給与の支給等に

関する規則第２０条第３項に規定する期間を除く。）

様式第２号（第６条、様式第１号関係） 育児休業承認請求書

（育児休業をしている職員の勤務した期間に相当する期間）

第１０条 条例第９条第１項の人事委員会規則で定める期間は、休暇

の期間その他勤務しないことにつき任命権者の承認があった期間

のうち、次に掲げる期間以外の期間とする。

�・� 省略

� 休職にされていた期間（期末手当及び勤勉手当の支給等に関

する規則第６条第３項

に規定する期間を除く。）

様式第２号（第６条、様式第１号関係） 育児休業承認請求書

省略 省略

注１～５ 省略

６ 備考の欄は、請求に係る子以外に３歳（非常勤職員にあ

っては、１歳、１歳２箇月、１歳６箇月又は２歳）に満た

ない子を養育する場合（条例第４条の規定による期間内

に、職員（当該期間内に職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第８条及び

教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭

和２７年愛媛県条例第３１号）第９条に規定する休暇を出産日

の翌日から同日を起算日とする８週間後の日までの間にお

いて取得した職員並びに労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）第６５条第２項の規定により勤務しなかった非常勤職員

を除く。）が当該請求に係る子について最初の育児休業を

する場合を除く。）にあってはその氏名、請求者との続柄

注１～５ 省略

６ 備考の欄は、請求に係る子以外に３歳（非常勤職員にあ

っては、１歳、１歳２箇月、１歳６箇月又は２歳）に満た

ない子を養育する場合（条例第４条の規定による期間内

に、職員（当該期間内に職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第８条及び

教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭

和２７年愛媛県条例第３１号）第９条に規定する休暇を出産日

の翌日から同日を起算日とする８週間後の日までの間にお

いて取得した職員

を除く。）が当該請求に係る子について最初の育児休業を

する場合を除く。）にあってはその氏名、請求者との続柄
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附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７―１２２３
会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則

目次

第１章 総則（第１条）

第２章 基本報酬及び給料の額（第２条）

第３章 手当に相当する報酬等（第３条―第１４条）

第４章 期末手当（第１５条―第２３条）

第５章 給与の支給日等（第２４条―第３０条）

第６章 雑則（第３１条―第３４条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号。以下「条例」という。）第３条第１項、条例

第４条において読み替えて準用する職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」という。）第９条の２

第１項及び第３項、条例第６条第１項、同条第２項及び条例第１６条第３項において読み替えて準用する職員給与条例第１４条第３項、条例

第７条及び第１６条第４項において読み替えて準用する職員給与条例第１５条第２項、条例第１０条第１号及び第２号、条例第１１条第１項及び

同条第２項において読み替えて準用する職員給与条例第１８条の４第３項、条例第１２条第１項、第４項第２号及び第３号並びに第５項、同

条第６項及び条例第１８条第６項において準用する職員給与条例第１９条の３第６項、条例第１５条第１項、条例第１６条第２項、条例第１８条第

１項及び第５項、条例第２０条第２項及び第３項並びに条例第２４条の規定に基づき、会計年度任用職員の給与の支給等に関し必要な事項を

定めるものとする。

第２章 基本報酬及び給料の額

第２条 第１号会計年度任用職員（条例第２条第１項に規定する第１号会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の基本報酬の額及び第２号

会計年度任用職員（同項に規定する第２号会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の給料の額は、当該職の職務の勤続による職業能力の

向上が見込まれる度合いに応じ、条例別表の各項の右欄に規定する給料表の各職務の級及び各号給の額を基礎として任命権者が定める職

務の級及び号給の範囲内又は単一の号給の額により決定するものとする。

２ 第１号会計年度任用職員の基本報酬の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額（その額に１円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）とするものとする。

� 基本報酬の額を月額で定める場合 報酬基礎額に当該第１号会計年度任用職員について定められた１週間当たりの勤務時間数を常時

勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

� 基本報酬の額を日額で定める場合 報酬基礎額を２１で除して得た額に当該第１号会計年度任用職員について定められた１日当たりの

勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た額

� 基本報酬の額を時間額で定める場合 報酬基礎額を１６２．７５で除して得た額

３ 前項各号の報酬基礎額は、第１項の規定により任命権者が定める号給の範囲の最低号給の数に、経験月数を１２で除して得た数に４を乗

じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨てた数）を加えた数を号数とする号給（その号給が当該任命権者が定め

る号給の範囲の最高号給を超えるときは、当該最高号給）の額とするものとする。ただし、同項の規定により任命権者が定める号給が単

一の号給である第１号会計年度任用職員の報酬基礎額は、当該号給の額とするものとする。

４ 第２号会計年度任用職員の給料の額は、第１項の規定により任命権者が定める号給の範囲の最低号給の数に、経験月数を１２で除して得

た数に４を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨てた数）を加えた数を号数とする号給（その号給が当該任

命権者が定める号給の範囲の最高号給を超えるときは、当該最高号給）の額とするものとする。ただし、同項の規定により任命権者が定

める号給が単一の号給である第２号会計年度任用職員の給料の額は、当該号給の額とするものとする。

５ 前２項の経験月数は、職務の内容が同一と認められる会計年度任用職員の職に在職した期間について、次の各号に掲げる職の区分に応

及び生年月日を、請求に係る子が養子の場合にあっては養

子縁組の効力が生じた日を、請求に係る子以外の子につい

て現に育児休業の承認を受けている場合にあってはその旨

並びに当該承認に係る子の氏名及び期間等を記入するこ

と。

及び生年月日を、請求に係る子が養子の場合にあっては養

子縁組の効力が生じた日を、請求に係る子以外の子につい

て現に育児休業の承認を受けている場合にあってはその旨

並びに当該承認に係る子の氏名及び期間等を記入するこ

と。
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じ当該各号に定める月数を合計した月数とする。

� １週間当たりの勤務時間数が定められた職 在職した期間の月数に、当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務を要する

職員について定められた１週間当たりの勤務時間数で除して得た数を乗じて得た月数

� １週間当たりの勤務時間数が定められず、かつ、１月当たりの勤務時間数が定められた職 在職した期間の月数に、当該定められた

１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間数に２１を乗じて得た勤務時間数で除して得

た数を乗じて得た月数

� 前２号のいずれにも該当しない職 在職した期間の月数に、当該期間のうち実際の勤務時間数（条例第６条、第７条及び第９条の規

定による報酬の支給の対象となる勤務時間数を除く。）を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間数に２１を乗

じて得た勤務時間数に当該月数を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た月数

６ 第２項から前項までの規定にかかわらず、これらの規定により難いと任命権者が認める会計年度任用職員の基本報酬及び給料の額は、

人事委員会の承認を得て任命権者が別に定めるところにより決定するものとする。

第３章 手当に相当する報酬等

（地域手当に相当する報酬）

第３条 条例第４条において読み替えて準用する職員給与条例第９条の２第１項前段の人事委員会規則で定める地域及び同条第３項の地域

手当に相当する報酬の級地は、地域手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１０２６）第２条の規定の例による。

２ 条例第４条の規定による地域手当に相当する報酬の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額をもって、当該地域手当に

相当する報酬の額とする。条例第１０条第１号及び第１２条第４項第１号に規定する地域手当に相当する報酬の額に１円未満の端数があると

きも、同様とする。

（超過勤務手当に相当する報酬等）

第４条 条例第６条第１項及び第１６条第２項の人事委員会規則で定める割合は、次の各号に掲げる勤務の区分に応じ、当該各号に定める割

合とする。

� 条例第６条第１項第１号に掲げる勤務 １００分の１００

� 条例第６条第１項第２号に掲げる勤務、同項第３号に掲げる勤務（次項に規定する勤務に限る。）及び条例第１６条第２項第１号に掲

げる勤務 １００分の１２５

� 条例第６条第１項第３号に掲げる勤務（次項に規定する勤務を除く。）及び条例第１６条第２項第２号に掲げる勤務 １００分の１３５

２ 条例第６条第１項第１号に規定する人事委員会規則で定める勤務は、正規の勤務時間が割り振られた日の正規の勤務時間外にした勤務

のうちその勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務（以下「７時間４５分に

達するまでの間の超過勤務」という。）をした週について、次に掲げる時間を順次（第３号に掲げる時間については、その週の初日から

末日までの時間を順次）加えた場合において、当該順次加えた時間が３８時間４５分（その週に条例第７条の規定により休日給に相当する報

酬を支給されることとなる休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日をいう。以下同じ。）又はその代休

日（勤務時間が割り振られた休日に当該割り振られた勤務時間の全部について特に勤務することを命じられた場合において、任命権者の

定める当該休日前の当該休日に代わる日をいう。）（以下「休日等」という。）がある場合にあっては、これに当該休日等の正規の勤務

時間の時間数を加えた時間）を超えた日以後の日の当該超えた同号に掲げる時間に係る勤務とする。

� あらかじめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下「割り振り変更前の正規の勤務時間」という。）

� 週休日の振替（勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を勤務することを命ずる必要がある日に割り振ること

をいう。）又は４時間の勤務時間の割り振り変更（４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外の勤務日の勤務時間のうち４時間

を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時間の勤務時間を勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。）（以下

「週休日の振替等」という。）により割り振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間（条例第６条第２項において読み替えて

準用する職員給与条例第１４条第３項の規定により超過勤務手当に相当する報酬が支給される時間を除く。）

� ７時間４５分に達するまでの間の超過勤務に係る時間

３ 条例第６条第２項及び第１６条第３項において読み替えて準用する職員給与条例第１４条第３項に規定する人事委員会規則で定める時間は、

週休日の振替等により割り振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間のうち、次に掲げる時間を除く時間とする。

� 週休日の振替等により勤務した日の正規の勤務時間のうち、７時間４５分を超える時間

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の１週間の正規の勤務時間のうち、次に掲げる場合に応じそれぞれ次に定める時間

を超える時間（前号に掲げる時間を除く。）

ア 割り振り変更前の正規の勤務時間の合計が３８時間４５分以上である場合 当該割り振り変更前の正規の勤務時間の合計（その週に休

日等がある場合にあっては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた時間）

イ 割り振り変更前の正規の勤務時間の合計が３８時間４５分未満である場合 ３８時間４５分（その週に休日等がある場合にあっては、これ

に当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた時間）

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の任命権者が４週間ごとの期間について特別の勤務に従事する会計年度任用職員の

週休日及び勤務時間の割り振りについて別に定めるところにより勤務時間の割り振りを行う４週間の期間における正規の勤務時間の合

計のうち、１５５時間（週休日の振替等により勤務した日の属する週に休日等がある場合にあっては、これに当該休日等の正規の勤務時

間の時間数を加えた時間）を超える時間（前２号に掲げる時間を除く。）
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４ 条例第６条第２項及び第１６条第３項において読み替えて準用する職員給与条例第１４条第３項の人事委員会規則で定める割合は、１００分

の２５とする。

５ 条例第７条及び第１６条第４項において読み替えて準用する職員給与条例第１５条第２項本文の人事委員会規則で定める割合は、１００分の

１３５とする。

第５条 第１号会計年度任用職員に支給する超過勤務手当、休日給及び夜勤手当に相当する報酬並びに第２号会計年度任用職員に支給する

超過勤務手当、休日給及び夜勤手当の支給の基礎となる勤務時間数は、その給与期間の全時間数（超過勤務手当に相当する報酬又は超過

勤務手当のうち支給割合を異にする部分ごとに各別に計算した時間数をいう。）によって計算する。この場合において、当該全時間数に

１時間未満の端数があるときは、その端数が３０分以上のときは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。

第６条 公務により旅行（出張及び赴任を含む。）中の会計年度任用職員は、その旅行期間中は、正規の勤務時間を勤務したものとみなす。

ただし、旅行目的地において正規の勤務時間を超えて勤務すべきことを任命権者があらかじめ指示して命じた場合において、当該勤務時

間について明確に証明することができるものについては、第１号会計年度任用職員にあっては超過勤務手当に相当する報酬を、第２号会

計年度任用職員にあっては超過勤務手当を支給する。

（勤務１時間当たりの報酬額の算出）

第７条 条例第１０条第１号及び第２号に規定する人事委員会規則で定める時間数は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定め

る時間数とする。

� １週間当たりの勤務時間数が定められている場合 １週間当たりの勤務時間数を５で除して得た時間数に４月１日から翌年の３月３１

日までの間における休日（土曜日に当たる日を除く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（休日及び日曜日又は土曜日に当た

る日を除く。）の日数の合計を乗じて得た時間数

� １週間当たりの勤務時間数が定められていない場合 ４月１日から翌年の３月３１日までの間における休日及び１２月２９日から翌年の１

月３日までの日（休日に当たる日を除く。）に割り振られることになる正規の勤務時間数（割り振り変更前の正規の勤務時間数に限

る。）を合計した時間数

（初任給調整手当に相当する報酬）

第８条 条例第１１条第１項第１号に規定する人事委員会規則で定める職は、条例別表に規定する職種の区分が職員給与条例の適用を受ける

職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職に該当する
第１号会計年度任用職員の職（医師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条の２第１項に規定する臨床研修（以下「臨床研修」という。）を

受ける第１号会計年度任用職員の職を除く。）で、次に掲げるものとする。

� 離島その他のへき地に所在する公署に置かれる職で採用による欠員の補充が著しく困難であると人事委員会が認めるもの

� 町に所在する公署に置かれる職で採用による欠員の補充が著しく困難であると人事委員会が認めるもの

� 前２号に掲げる職以外の職で条例第４条において読み替えて準用する職員給与条例第９条の２第１項前段の人事委員会規則で定める

地域以外の地域に所在する公署に置かれるもの又は同条の規定による地域手当に相当する報酬の級地が５級地、６級地若しくは７級地

とされる地域に所在する公署に置かれる職

� 条例第４条において読み替えて準用する職員給与条例第９条の２の規定による地域手当に相当する報酬の級地が４級地とされる地域

に所在する公署に置かれる職

� 条例第４条において読み替えて準用する職員給与条例第９条の２の規定による地域手当に相当する報酬の級地が１級地、２級地又は

３級地とされる地域に所在する公署に置かれる職

２ 条例第１１条第１項第２号に規定する人事委員会規則で定める職は、条例別表に規定する職種の区分が職員給与条例の適用を受ける職員

のうち職員給与条例別表第１行政職給料表の適用を受ける職員の職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職に該当する第１号

会計年度任用職員の職で、医学又は歯学に関する専門的知識を必要とすると人事委員会が認めるものとする。

３ 条例第１１条第１項第３号に規定する人事委員会規則で定める職は、条例別表に規定する職種の区分が職員給与条例の適用を受ける職員

のうち職員給与条例別表第１行政職給料表の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職、職員給与条例の

適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第３研究職給料表の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事する会計年度任用職員の職

及び職員給与条例の適用を受ける職員のうち職員給与条例別表第４医療職給料表�の適用を受けるものの職務と類似する職務に従事する
会計年度任用職員の職で、獣医師法（昭和２４年法律第１８６号）第７条第２項に規定する獣医師免許証を有する者をもって充てる職とする。

第９条 条例第１１条第１項の規定により初任給調整手当に相当する報酬を支給される第１号会計年度任用職員は、次に掲げる第１号会計年

度任用職員とする。

� 前条第１項に規定する職に採用された第１号会計年度任用職員及び同条第２項に規定する職に採用された第１号会計年度任用職員

（医師法に規定する医師免許証又は歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）に規定する歯科医師免許証を有する者に限る。）であって、

その採用が、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学（以下「大学」という。）卒業の日から３７年（臨床研修を経た者にあ

っては３９年、医師法の一部を改正する法律（昭和４３年法律第４７号）による改正前の医師法に規定する実地修練（第１２条において「実地

修練」という。）を経た者にあっては３８年）を経過するまでの期間（旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校等で人事委

員会の定めるものを卒業した者にあっては、人事委員会の定めるこれに準ずる期間。以下「経過期間」という。）内に行われたもの

� 前条第３項に規定する職に採用された第１号会計年度任用職員であって、その採用が大学卒業の日から１６年を経過するまでの期間内

に行われたもの
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第１０条 条例第１１条第２項において読み替えて準用する職員給与条例第１８条の４第２項の規定により初任給調整手当に相当する報酬を支給

される第１号会計年度任用職員は、第１４条において読み替えて準用する初任給調整手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

―１５５）第９条の第１号会計年度任用職員のほか、次に掲げる第１号会計年度任用職員とする。

� 第８条第１項に規定する職に同項又は同条第２項に規定する職から異動した第１号会計年度任用職員及び同項に規定する職に同条第

１項に規定する職から異動した第１号会計年度任用職員

� 前号に掲げる第１号会計年度任用職員以外の第１号会計年度任用職員のうち、経過期間内に新たに第８条第１項に規定する職を占め

ることとなったもの及び当該経過期間内に新たに同条第２項に規定する職を占めることとなった第１号会計年度任用職員で医師法に規

定する医師免許証又は歯科医師法に規定する歯科医師免許証を有するもの

第１１条 前２条の規定にかかわらず、初任給調整手当に相当する報酬又は初任給調整手当を支給されていた期間が通算して３５年（第９条第

２号に規定する第１号会計年度任用職員にあっては、１５年）に達している第１号会計年度任用職員には、初任給調整手当に相当する報酬

は支給しない。

第１２条 初任給調整手当に相当する報酬の支給期間は３５年（第９条第２号に規定する第１号会計年度任用職員にあっては、１５年）とし、そ

の額は第１号会計年度任用職員の区分及び採用の日又は第１０条に規定する第１号会計年度任用職員となった日以後の期間の区分に応じた

別表に掲げる額に次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）とする。この場合において、第９条第１号又は第１０条に規定する第１号会計年度任用職員で大学（旧専門学

校令による専門学校等で人事委員会の定めるものを含む。）卒業の日からそれぞれ採用の日又は同条に規定する第１号会計年度任用職員

となった日までの期間が４年（臨床研修を経た場合にあっては６年、実地修練を経た場合にあっては５年）を超えることとなるもの（学

校教育法に規定する大学院の博士課程の所定の単位を修得し、かつ、同課程の所定の期間を経過した日から３年内のものを除く。）に対

する同表の適用については、採用の日又は同条に規定する第１号会計年度任用職員となった日からその超えることとなる期間（１年に満

たない期間があるときは、その期間を１年として算定した期間）に相当する期間初任給調整手当に相当する報酬が支給されていたものと

する。

� 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１月当たりの勤務時間数が定められているとき 当該定められた１月当たりの

勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間数に２１を乗じて得た勤務時間数で除して得た数

� 基本報酬の額が月額で定められている場合において、１週間当たりの勤務時間数が定められているとき 当該定められた１週間当た

りの勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１週間当たりの勤務時間数で除して得た数

� 基本報酬の額が日額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき 当該定められた１日当たりの

勤務時間数を常時勤務を要する職員について定められた１日当たりの勤務時間数で除して得た数

� 基本報酬の額が時間額で定められている場合において、１日当たりの勤務時間数が定められているとき １６２．７５分の１

２ 初任給調整手当に相当する報酬を支給されている第１号会計年度任用職員が休職にされた場合における当該第１号会計年度任用職員に

対する別表の適用については、当該休職の期間は、同表の期間の区分の欄に掲げる期間には算入しない。

３ 第１項後段に規定する第１号会計年度任用職員のうち、同項後段の規定の適用により初任給調整手当に相当する報酬の額が別表に掲げ

られていないこととなった第１号会計年度任用職員で特別の事情があると認められるものについて、任命権者があらかじめ人事委員会の

承認を得た場合の当該第１号会計年度任用職員に支給する初任給調整手当に相当する報酬の額及び支給期間は、同項の規定にかかわらず、

人事委員会が別に定めるところによる。

第１３条 第９条又は第１０条に規定する第１号会計年度任用職員となった者（第１１条に規定する第１号会計年度任用職員を除く。）のうち、

これらの第１号会計年度任用職員となった日前に初任給調整手当に相当する報酬又は初任給調整手当を支給されていたことのある者で前

条第１項の規定による初任給調整手当に相当する報酬の支給期間に既に初任給調整手当に相当する報酬又は初任給調整手当を支給されて

いた期間に相当する期間を加えた期間が３５年（第９条第２号に規定する第１号会計年度任用職員にあっては、１５年）を超えることとなる

ものに係る初任給調整手当に相当する報酬の支給期間及び支給額は、同項の規定による支給期間のうち、その超えることとなる期間に相

当する期間初任給調整手当に相当する報酬が支給されていたものとした場合における期間及び額とする。

第１４条 初任給調整手当の支給等に関する規則第８条から第１０条までの規定は、第１号会計年度任用職員の初任給調整手当に相当する報酬

について準用する。この場合において、これらの規定中「初任給調整手当」とあるのは「初任給調整手当に相当する報酬」と、第８条及

び第９条中「職員」とあるのは「第１号会計年度任用職員」と、「第２条」とあるのは「会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則

（愛媛県人事委員会規則７―１２２３）第８条」と、同条中「第３条」とあるのは「同規則第９条」と読み替えるものとする。

第４章 期末手当

（期末手当の支給日）

第１５条 条例第１２条第１項及び第１８条第１項に規定する期末手当の支給日は、次の表の基準日の欄に掲げる基準日の別に応じて、それぞれ

同表の支給日の欄に掲げる日（これらの日が日曜日に当たるときはそれぞれその前々日、土曜日に当たるときはそれぞれその前日）とす

る。

基 準 日 支 給 日

６月１日 ６月３０日

１２月１日 １２月１０日
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（期末手当の支給を受ける職員）

第１６条 条例第１２条第１項前段又は第１８条第１項前段の規定により期末手当の支給を受ける会計年度任用職員は、それぞれこれらの項に規

定する基準日（以下「基準日」という。）に在職する会計年度任用職員（条例第１２条第６項及び第１８条第６項において読み替えて準用す

る職員給与条例第１９条の２各号のいずれかに該当する者を除く。）のうち、次に掲げる会計年度任用職員以外の会計年度任用職員とする。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２８条第２項の規定により休職にされている会計年度任用職員

� 法第２９条の規定により停職にされている会計年度任用職員

� 法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可（以下「専従許可」という。）を受けている会計年度任用職員

� 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条の規定により育児休業をして

いる会計年度任用職員のうち、職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）第９条第１項の規定の適用を受ける会計

年度任用職員以外の会計年度任用職員

第１７条 条例第１２条第１項後段及び第１８条第１項後段の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とし、これらの職員には、期末手

当を支給しない。

� その退職し、又は死亡した日において前条各号のいずれかに該当する会計年度任用職員であった者

� その退職の後基準日までの間において次に掲げる者（当該基準日に期末手当が支給される者に限る。）となったもの

ア 条例の適用を受ける会計年度任用職員

イ 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）第２０条第１項の規定の適用を受ける企業職員で

ある会計年度任用職員

ウ 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１６条第１項の規定の適用を受ける技能労務職員

である会計年度任用職員

第１８条 基準日前１箇月以内において条例の適用を受ける会計年度任用職員としての退職（任期が６月未満である場合の退職を除く。）が

２回以上ある者について前条の規定を適用する場合には、基準日に最も近い日の退職のみをもって、当該退職とする。

（期末手当基礎額に係る１月当たりの勤務日数及び勤務時間）

第１９条 条例第１２条第４項第２号に規定する人事委員会規則で定める１月当たりの勤務日数は、基準日時点で任用されている第１号会計年

度任用職員の勤務日数について次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める勤務日数とする。

� １年当たりの勤務日数が定められている場合 当該勤務日数を１２で除して得た勤務日数（当該勤務日数に１日未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。）

� １月当たりの勤務日数が定められている場合 当該勤務日数

� 任用期間の勤務日数が定められている場合 任用期間の勤務日数を任用期間の日数を３０で除して得た数で除して得た勤務日数（当該

勤務日数に１日未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

２ 条例第１２条第４項第３号に規定する人事委員会規則で定める１月当たりの勤務時間は、基準日時点で任用されている第１号会計年度任

用職員の勤務時間について次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める勤務時間とする。

� １年当たりの勤務時間が定められている場合 当該勤務時間を１２で除して得た勤務時間（当該勤務時間に１時間未満の端数があると

きは、第５条後段の規定を準用する。）

� １月当たりの勤務時間が定められている場合 当該勤務時間

� 任用期間の勤務時間が定められている場合 任用期間の勤務時間を任用期間の日数を３０で除して得た数で除して得た勤務時間（当該

勤務時間に１時間未満の端数があるときは、第５条後段の規定を準用する。）

（期末手当に係る在職期間）

第２０条 条例第１２条第３項及び第１８条第３項の在職期間は、条例の適用を受ける会計年度任用職員として在職した期間（任期が６月以上か

つ定められた１週間当たりの勤務時間が１５時間３０分以上の職に在職していた期間に限る。）とする。

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

� 第１６条第２号及び第３号に掲げる会計年度任用職員として在職した期間については、その全期間

� 育児休業法第２条の規定により育児休業をしている会計年度任用職員（当該育児休業の期間の全部又は一部が基準日以前６箇月以内

の期間に含まれる場合における当該育児休業の期間が１月以下である者を除く。）として在職した期間については、その２分の１の

期間

� 休職にされていた期間については、その２分の１の期間

３ 公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、法第２８条第２項第１号に掲げる事由に該当し

て休職にされた者であった期間については、前項の規定にかかわらず、除算は、行わない。

第２１条 前条第１項の在職期間には、基準日以前６箇月以内の期間において、次に掲げる者が条例の適用を受ける会計年度任用職員となっ

た場合は、その期間内において次に掲げる者として在職した期間（任期が６月以上かつ定められた１週間当たりの勤務時間が１５時間３０分

以上の職に在職していた期間に限る。）を算入する。

� 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第２０条第１項の規定の適用を受ける企業職員である会計年度任用職員

� 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第１６条第１項の規定の適用を受ける技能労務職員である会計年度任用職員

２ 前項の期間の算定については、前条第２項及び第３項の規定を準用する。
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（一時差止処分に係る在職期間）

第２２条 条例第１２条第６項及び第１８条第６項において読み替えて準用する職員給与条例第１９条の２及び第１９条の３に規定する在職期間は、

条例の適用を受ける会計年度任用職員として在職した期間とする。

２ 前条第１項各号に掲げる者が引き続き条例の適用を受ける会計年度任用職員となった場合は、同項各号に掲げる者として在職した期間

は、前項の在職期間とみなす。

（一次差止処分に係る準用）

第２３条 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２０４）第７条の３から第７条の９までの規定は、条例第

１２条第６項及び第１８条第６項において準用する職員給与条例第１９条の３第２項に規定する一時差止処分について準用する。この場合にお

いて、同規則第７条の３中「職員給与条例第１９条の３第２項（職員給与条例第１９条の４第５項及び第２１条第６項において準用する場合を

含む。以下同じ。）又は教育職員給与条例第１９条の３第２項（教育職員給与条例第１９条の４第５項及び第２０条第６項において準用する場

合を含む。以下同じ。）」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第１２条第６項及び第１８条

第６項において準用する職員給与条例第１９条の３第２項」と、同規則第７条の５中「職員給与条例第１９条の３第２項又は教育職員給与条

例第１９条の３第２項」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第１２条第６項及び第１８条第６項において準用する職員給与条

例第１９条の３第２項」と、同規則第７条の７中「職員給与条例第１９条の３第５項（職員給与条例第１９条の４第５項及び第２１条第６項にお

いて準用する場合を含む。）及び教育職員給与条例第１９条の３第５項（教育職員給与条例第１９条の４第５項及び第２０条第６項において準

用する場合を含む。）」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第１２条第６項及び第１８条第６項において準用する職員給与

条例第１９条の３第５項」と読み替えるものとする。

第５章 給与の支給日等

第２４条 条例第２０条第２項及び第３項に規定する人事委員会規則で定める日は、１０日（同日が休日、日曜日又は土曜日に当たるときは、そ

の日前においてその日に最も近い休日、日曜日又は土曜日でない日）とする。

２ 第１号会計年度任用職員が超過勤務手当に相当する報酬の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間に勤務した場合において支給

する当該時間の指定に代えられた超過勤務手当に相当する報酬又は第２号会計年度任用職員が超過勤務手当の一部の支給に代わる措置の

対象となるべき時間に勤務した場合において支給する当該時間の指定に代えられた超過勤務手当の支給に係る支給日については、当該時

間が指定された日の属する月の次の月の前項に規定する日とする。

３ 前２項の規定にかかわらず、会計年度任用職員が離職又は死亡した場合は、その際給与を支給する。

第２５条 会計年度任用職員が、支払命令代理者を異にして異動した場合であって、かつ、その会計年度任用職員の基本報酬又は給料の支出

費目が異なる場合の基本報酬又は給料は、日割による計算により発令の前日までの分をその者が従前所属していた支払命令代理者におい

て支給し、発令当日以降の分をその者が新たに所属することとなった支払命令代理者において支給する。

第２６条 前条の場合において、その者が従前所属していた支払命令代理者は、その際基本報酬又は給料を支給する。

第２７条 会計年度任用職員が給与期間の中途において次の各号のいずれかに該当する場合におけるその給与期間の基本報酬（月額で定めら

れている場合に限る。）及び給料は、日割による計算により支給する。

� 休職にされ、又は休職の終了により復職した場合

� 専従許可を受け、又は専従許可の有効期間の終了により復職した場合

� 育児休業法第２条の規定により育児休業を始め、又は育児休業の終了により職務に復帰した場合

� 停職にされ、又は停職の終了により職務に復帰した場合

第２８条 職員の通勤手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６５）第１２条第１項から第３項までの規定は、条例第２０条第３項

に規定する人事委員会規則で定める日について準用する。この場合において、職員の通勤手当の支給等に関する規則第１２条第１項中「職

員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）第２条に規定する給料の支給定日」とあるのは「会計年度任用職員の給

与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１２２３）第２４条第１項の規定による給与の支給日」と読み替えるものとする。

２ 職員の通勤手当の支給等に関する規則第１２条第４項の規定は、条例第２０条第３項に規定する人事委員会規則で定める通勤手当及び期間

について準用する。この場合において、職員の通勤手当の支給等に関する規則第１２条第４項中「条例第１０条第３項」とあるのは「会計年

度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）第２０条第３項」と、同項第１号中「条例第１０条第２項第１号」とあるの

は「会計年度任用職員の給与等に関する条例第１６条第１項の規定によりその例によることとされた条例第１０条第２項第１号」と、同項第

２号中「条例第１０条第２項第１号及び第２号」とあるのは「会計年度任用職員の給与等に関する条例第１６条第１項の規定によりその例に

よることとされた条例第１０条第２項第１号及び第２号」と読み替えるものとする。

第２９条 条例第２２条の規定により減額すべき給与額（以下「減額すべき給与額」という。）は、その給与期間の勤務しなかった全時間数に

よって計算する。この場合において、１時間未満の端数があるときは、第５条後段の規定を準用する。

第３０条 減額すべき給与額は、第１号会計年度任用職員にあってはその給与期間の分の基本報酬に対応する額、地域手当に相当する報酬に

対応する額及び初任給調整手当に相当する報酬に対応する額を、それぞれその給与期間以降の基本報酬、地域手当に相当する報酬及び初

任給調整手当に相当する報酬から、第２号会計年度任用職員にあってはその給与期間の分の給料に対応する額、地域手当に対応する額、

特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。以下同じ。）に対応する額、へき地手当（これに準ずる手当を含む。以下同じ。）に対応する

額、初任給調整手当に対応する額、定時制通信教育手当に対応する額、義務教育等教員特別手当に対応する額及び産業教育手当に対応す

る額を、それぞれその給与期間以降の給料、地域手当、特地勤務手当、へき地手当、初任給調整手当、定時制通信教育手当、義務教育等
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教員特別手当及び産業教育手当から差し引くものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、減額すべき給与額が、第１号会計年度任用職員にあっては基本報酬、地域手当に相当する報酬及び初任給調

整手当に相当する報酬から、第２号会計年度任用職員にあっては給料、地域手当、特地勤務手当、へき地手当、初任給調整手当、定時制

通信教育手当、義務教育等教員特別手当及び産業教育手当から差し引くことができないときは、条例に基づくその他の未支給の給与から

当該減額すべき給与額を差し引くことができる。

第６章 雑則

（端数計算）

第３１条 条例第６条から第８条までの規定により勤務１時間につき支給する超過勤務手当に相当する報酬、休日給に相当する報酬若しくは

夜勤手当に相当する報酬の額又は条例第１６条第２項から第５項までの規定により勤務１時間につき支給する超過勤務手当、休日給若しく

は夜勤手当の額及び条例第２２条の規定による勤務１時間当たりの報酬額又は給与額を算定する場合において、これらの額に、５０銭未満の

端数があるときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときはこれを１円に切り上げるものとする。

第３２条 給与の計算に際して、その額に１円未満の端数があるときは、別に定めるもののほか、各給与種目ごとにその端数を切り捨てた額

をもって当該給与の額とする。

（帳簿の作成）

第３３条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）第２０条の規定は、会計年度任用職員に係る帳簿の作成について

準用する。

（この規則の実施に関し必要な事項）

第３４条 この規則に定めるもののほか、会計年度任用職員の給与の支給等に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号

６９５



別表（第１２条関係）

職員の区分

期間の区分

条例１号職員
条例２号職員 条例３号職員

１ 種 ２ 種 ３ 種 ４ 種 ５ 種

円 円 円 円 円 円 円

� １年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ５０，８００ ５０，０００

� １年以上２年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ５０，８００ ５０，０００

� ２年以上３年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ５０，８００ ５０，０００

� ３年以上４年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ５０，８００ ４６，２００

� ４年以上５年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ５０，８００ ４２，４００

� ５年以上６年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ５０，８００ ３８，６００

� ６年以上７年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ４９，０００ ３４，８００

� ７年以上８年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ４７，２００ ３１，０００

	 ８年以上９年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ４５，４００ ２７，２００


 ９年以上１０年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ４３，６００ ２３，４００

� １０年以上１１年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ４１，８００ １９，６００

� １１年以上１２年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ４０，０００ １５，８００


 １２年以上１３年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ３８，２００ １２，０００

� １３年以上１４年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ３６，４００ ８，２００

� １４年以上１５年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ３５，０００ ４，４００

� １５年以上１６年未満 ４１４，８００ ３６８，８００ ３０８，６００ ２５１，２００ １８４，７００ ３３，６００

� １６年以上１７年未満 ４１０，４００ ３６４，８００ ３０５，３００ ２４８，６００ １８３，１００ ３２，２００

� １７年以上１８年未満 ４０６，０００ ３６０，８００ ３０２，０００ ２４６，０００ １８１，５００ ３０，８００

� １８年以上１９年未満 ４０１，６００ ３５６，８００ ２９８，７００ ２４３，４００ １７９，９００ ２９，４００

� １９年以上２０年未満 ３９７，２００ ３５２，８００ ２９５，４００ ２４０，８００ １７８，３００ ２８，０００

� ２０年以上２１年未満 ３９２，８００ ３４８，８００ ２９２，１００ ２３８，２００ １７６，７００ ２６，６００

� ２１年以上２２年未満 ３７３，４００ ３３１，９００ ２７８，３００ ２２６，２００ １６７，５００ ２６，０００

� ２２年以上２３年未満 ３５３，６００ ３１４，７００ ２６４，３００ ２１４，３００ １５７，７００ ２５，４００

� ２３年以上２４年未満 ３３４，３００ ２９８，０００ ２５０，８００ ２０２，３００ １４８，６００ ２４，４００

� ２４年以上２５年未満 ３１４，９００ ２８１，１００ ２３６，９００ １９０，５００ １３８，９００ ２３，８００

� ２５年以上２６年未満 ２９５，４００ ２６４，２００ ２２３，２００ １７８，７００ １２９，７００ ２３，２００

� ２６年以上２７年未満 ２７２，７００ ２４３，４００ ２０５，６００ １６４，３００ １１８，７００ ２２，６００

� ２７年以上２８年未満 ２５０，５００ ２２３，０００ １８８，５００ １５０，０００ １０８，３００ ２２，０００

� ２８年以上２９年未満 ２２８，１００ ２０２，６００ １７１，２００ １３５，７００ ９８，０００ ２１，２００

� ２９年以上３０年未満 ２０５，３００ １８１，８００ １５３，６００ １２１，４００ ８７，０００ ２０，９００

� ３０年以上３１年未満 １８０，５００ １５９，９００ １３５，６００ １０６，４００ ７６，４００ ２０，５００

 ３１年以上３２年未満 １５５，６００ １３８，０００ １１７，３００ ９１，６００ ６５，３００ １９，９００

! ３２年以上３３年未満 １３１，０００ １１６，３００ ９９，４００ ７６，４００ ５４，９００ １９，０００

" ３３年以上３４年未満 ９２，９００ ８４，４００ ７３，４００ ５７，３００ ４０，７００ １８，１００

# ３４年以上３５年未満 ５７，６００ ５４，６００ ４９，１００ ３８，９００ ２７，５００ １７，４００

備考１ この表において、期間の区分の欄に掲げる年数は、採用の日又は第１０条各号の第１号会計年度任用職員となった日
以後の期間を示す。

２ この表において、「条例１号職員」とは条例第１１条第１項第１号の職を占める第１号会計年度任用職員を、「条例
２号職員」とは同項第２号の職を占める第１号会計年度任用職員を、「条例３号職員」とは同項第３号の職を占める
第１号会計年度任用職員をいう。

３ この表において、「１種」とは第８条第１項第１号の職を占める第１号会計年度任用職員を、「２種」とは同項第
２号の職を占める第１号会計年度任用職員を、「３種」とは同項第３号の職を占める第１号会計年度任用職員を、「４
種」とは同項第４号の職を占める第１号会計年度任用職員を、「５種」とは同項第５号の職を占める第１号会計年度任
用職員をいう。

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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選挙管理委員会告示
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�愛媛県人事委員会規則１２―７１
会計年度任用職員の休暇及び勤務時間の基準に関する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

会計年度任用職員の休暇及び勤務時間の基準に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１６条第１項の規定に基づき、会計

年度任用職員の休暇及び勤務時間の基準を定めるものとする。

（休暇の基準）

第２条 任命権者が定める会計年度任用職員の休暇は、常時勤務を要する職員に適用される休暇の範囲内とする。

（勤務時間の基準）

第３条 任命権者が定める会計年度任用職員の勤務時間は、１日につき７時間４５分を超えず、かつ、１週間につき３８時間４５分を超えない範

囲内とする。

２ 職務の特殊性その他の事由により前項の規定により難い事情があると認められる会計年度任用職員について任命権者が定める当該会計

年度任用職員の勤務時間は、同項の規定にかかわらず、毎４週間につき１週間当たり３８時間４５分を超えない範囲内とする。

附 則

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

２ 非常勤職員の勤務時間の基準に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―２）は、廃止する。

�愛媛県人事委員会規則１２―７２
会計年度任用職員である教育職員の休暇及び勤務時間の基準に関する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

会計年度任用職員である教育職員の休暇及び勤務時間の基準に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第１４条第１項の規定に基づき、

会計年度任用職員である教育職員の休暇及び勤務時間の基準を定めるものとする。

（休暇の基準）

第２条 任命権者が定める会計年度任用職員である教育職員の休暇は、常時勤務を要する教育職員に適用される休暇の範囲内とする。

（勤務時間の基準）

第３条 任命権者が定める会計年度任用職員である教育職員の勤務時間は、１日につき７時間４５分を超えず、かつ、１週間につき３８時間４５

分を超えない範囲内とする。

２ 職務の特殊性その他の事由により前項の規定により難い事情があると認められる会計年度任用職員である教育職員について任命権者が

定める当該会計年度任用職員である教育職員の勤務時間は、同項の規定にかかわらず、毎４週間につき１週間当たり３８時間４５分を超えな

い範囲内とする。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第４０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和元年１１月１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

�愛媛県選挙管理委員会告示第４１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

立憲民主党愛媛県第４区総支部 杉 山 啓 宇都宮 香 枝 宇和島市新町二丁目１－９ 令和元年９月１８日

愛 媛 県 報令和元年１１月１日 第５２号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和元年１１月１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

自由民主党愛媛県第三選挙区支部 白 石 寛 樹 平成３０年７月３０日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

白 石 ひ ろ き 後 援 会 塩 崎 慶 文 平成３０年７月３０日

正 精 会 白 石 寛 樹 平成３０年７月３０日

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第４３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１７条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

令和元年１１月１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１７条関係

� 平成３０年中解散に係るもの

ア 政党の支部

政治団体の名称 自由民主党愛媛県第三選挙区支部

報告年月日 Ｒ元．９．２６（Ｈ３０．７．３０解散）

１ 収 入 総 額 ７，５３４，８６３円

前年繰越額 ６，３５４，８６３円

本年収入額 １，１８０，０００円

２ 支 出 総 額 ７，５３４，８６３円

３ 本年収入の内訳

寄附 １，１８０，０００円

政治団体分 １，１８０，０００円

４ 寄 附 の 内 訳

（政治団体分）

志公会 １，１８０，０００円 東京都千代田区

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２，５６７，４９２円

人件費 ２，２６７，４９２円

事務所費 ３００，０００円

政治活動費 ４，９６７，３７１円

寄附・交付金 ４，９６７，３７１円

イ その他の政治団体

政治団体の名称 白石ひろき後援会

報告年月日 Ｒ元．９．２６（Ｈ３０．７．３０解散）

１ 収 入 総 額 １，１８０，０００円

令和元年１１月１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

国民民主党愛媛県第４区
総支部 白 石 洋 一 代 表 者 白 石 洋 一 渡 部 昭 令和元年８月３０日

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

新康会 高 山 康 人 主たる事務所の所在地 北宇和郡鬼北町芝１９－２ 北宇和郡鬼北町芝４１－４ 令和元年８月２８日

高山康人後援会 高 山 康 人 主たる事務所の所在地 北宇和郡鬼北町芝１９－２ 北宇和郡鬼北町芝４１－４ 令和元年８月２８日

周桑民社協会 神 野 祐 一 会 計 責 任 者 竹 本 良 賢 加 藤 猛 令和元年９月１日

住重労連政治活動委員会
愛媛支部 神 野 祐 一 会 計 責 任 者 竹 本 良 賢 加 藤 猛 令和元年９月１日

ながえ孝子後援会連合会 永 江 孝 子 政 治 団 体 の 名 称 ながえ孝子後援会連合会 永江孝子後援会連合会 令和元年９月１日

会 計 責 任 者 福 田 剛 永 江 弘 喜

束村はるき後援会 束 村 温 輝 会 計 責 任 者 束 村 恵 子 吉 金 正 晃 令和元年９月１９日
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公営企業訓令
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本年収入額 １，１８０，０００円

２ 支 出 総 額 ３００，０００円

３ 翌 年 繰 越 額 ８８０，０００円

４ 本年収入の内訳

寄附 １，１８０，０００円

政治団体分 １，１８０，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（政治団体分）

自由民主党愛媛県第三選挙区支部 １，１８０，０００円 新 居 浜 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３００，０００円

事務所費 ３００，０００円

政治団体の名称 正精会

報告年月日 Ｒ元．９．２６（Ｈ３０．７．３０解散）

１ 収 入 総 額 ２３，２１７，６１３円

前年繰越額 １８，２５０，２４２円

本年収入額 ４，９６７，３７１円

２ 支 出 総 額 ０円

３ 翌 年 繰 越 額 ２３，２１７，６１３円

４ 本年収入の内訳

寄附 ４，９６７，３７１円

政治団体分 ４，９６７，３７１円

５ 寄 附 の 内 訳

（政治団体分）

自由民主党愛媛県第三選挙区支部 ４，９６７，３７１円 新 居 浜 市

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第４４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

令和元年１１月１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

� 平成２９年分

イ その他の政治団体

政治団体の名称 白石ひろき後援会

報告年月日 Ｒ元．９．２６

１ 収 入 総 額 １００，０００円

本年収入額 １００，０００円

２ 支 出 総 額 １００，０００円

３ 本年収入の内訳

寄附 １００，０００円

個人分 １００，０００円

４ 寄 附 の 内 訳

（個人分）

白石 真奈美 １００，０００円 新 居 浜 市

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 １００，０００円

事務所費 １００，０００円

政治団体の名称 正精会

報告年月日 Ｒ元．９．２６

１ 収 入 総 額 １８，２５０，２４２円

前年繰越額 １８，２５０，２４２円

２ 支 出 総 額 ０円

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業会計年度任用職員の給与等に関する規則を次のように定める。

令和元年１１月１日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業会計年度任用職員の給与等に関する規則

１ 企業職員である地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「企業会計年度任用職

員」という。）の給与及び費用の弁償については、会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）の適用を受け

る同項に規定する会計年度任用職員の例による。

２ 前項の規定により会計年度任用職員の給与等に関する条例の適用を受ける地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

の例によることができないとき、又はこれによることを適当としないときの企業会計年度任用職員の給与は、別に定めるところによる。

附 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第３号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則を廃止する訓令を次のように定める。

令和元年１１月１日
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愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則を廃止する訓令

愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第３号）は、廃止する。

附 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

令和元年１１月１日 発行
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